

















<放送通信委員会 >と <視聴者メディア財団 >
<文化体育観光部 >と <韓国言論振興財団 >

































































































































































































































の制定として市民社会 - 国家 - 市場のそれぞれの役割を高め、水平的協力・協業のガバナンスを
構築する必要があります。財源投入を拡大し、効率を高めなければなりません。
　これからまとめに入ります。韓国には「玉がたくさんあっても紐で通さなければ宝にならな
い」ということわざがあります。部分的には素晴らしくても、調和的に一つにまとめていない
と、その光を放つことは難しいという意味です。韓国では、その玉を紐に通すことを始めたばか
りです。2020年 8月 27日、社会関係長官会議において関係省庁合同で「デジタル・メディア・
コミュニケーション能力強化総合計画」を確定し、その実施に入ったのです。要旨は「オンライ
ン・オフライン・メディア教育のインフラを拡大し、国民のデジタルメディア制作能力とメディ
ア情報判別能力を強化し、思いやり・参加のデジタル・シティズンシップの拡大」に乗り出すと
いうことです。そしてそのために、まず、政府、官民協議体「デジタル・メディア・リテラシー
協議体」を構成・運営して、メディア教育の総合的支援のための「メディア教育基本法」の制定
を推進することにしました。
　最近、韓国で行われている変化と将来の模索は、2018年「EU評議会」が EU全加盟国に勧
告した「メディアリテラシー政策ガイドライン」の方向を実行します。その政策ガイドラインの
要旨は、①メディアリテラシーを促進する立法や政策をより強化すること、②国家別アクション
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プランを策定・実行して目標を達成するための資源を支援し、③学校と社会の全領域でのメディ
アリテラシーを促進し、体系的な教授学習法を開発し、教師のための研修プログラムを推進する
こと、④加盟国の公共メディアとコミュニティメディアがメディアリテラシーを促進するために
重要な役割を果たすことができるように支援すること、⑤独立的な規制機関と機構がメディアリ
テラシーを促進するために必要な機会と資源を確保することができるように支援すること、⑥メ
ディアへの影響要因をよく理解できるように、メディアの所有権・組織体系・財務状況等の情報
の透明性を確保することなどがあります。
　学校と社会、官民において長い間に積み重ねて進めてきた日韓両国のMIL取り組みが「より
成熟した民主主義」へのステップに進むために意味のある踏み台になるように願っています。韓
国と日本両国がお互いに助け合う関係で両国のMILの発展に互いに力になることを希望します。
今日のシンポジウムに続き、日韓両国の持続的な対話と協力が継続されることを期待します。ご
清聴ありがとうございます。ありがとうございました。
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<表1>韓国メディア教育の展開過程　(キム・ソジュン·ジョン・スヨン 2019, 18)
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<表2>省庁別MIL事業遂行現況
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<表3> メディアセンター設立・運営現状（2010年 11月基準）
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法政大学図書館司書課程
<図1>年度別町（村）コミュニティメディア数の変化 (金・ヤンウンほか, 2019)
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